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設立趣旨・当面の活動内容の紹介
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１ 農村の現状について
２ 官民共創の取組について
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１．都市部の一極集中の状況

○ 高度経済成長期には、地方圏の人口が三大都市圏に流入していたが、1980年頃にかけて人口流入は沈静
化。2010年代は、東京圏のみ転入超過の傾向。

○ コロナ禍により、東京圏への転入超過は一時的に緩和されたが、2022年には転入超過が再び拡大傾向。

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に農林水産省で作成。

（注）地域区分の定義

東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県

大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 地方圏：東京圏、名古屋圏、大阪圏以外の地域
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○ 地域類型別に人口構成の推移を見ると、2015年においては、1995年比で山間(▲26％)、中間(▲15％)、平
地(▲6％)の順で人口減少率が高い。また、2015年の高齢化率も、山間(38％)、中間(33％)、平地(29％)の順
で高い。2040年には、さらに人口減少及び高齢化が顕著に現れることが予測されている。

２．農村における人口減少と高齢化
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資料：農林水産政策研究所における国勢調査の組替集計のデータを基に
農林水産省農村計画課にて作成。なお、2040年はコーホート分析による推計値。

注１：【 】は1995年を基準値100％とした、2015年と2040年の相対値
注２：（ ）は各年の合計人口数における割合
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○ 過疎地域の人口増減の要因を、出生・死亡による「自然増減」と転入・転出による「社会増減」から見ると、
1989年以降、社会減と自然減の両方が人口減少の要因となっている。

○ 2009年以降、社会減より自然減が大きくなっている。

３．過疎地域における人口増減の要因

0

50,000

100,000

150,000

200,000

1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

（人）

（年度）

自然減が社会減を上回る

資料：総務省「過疎対策の現況」（2020年度版）

注２：データの取得ができない一部過疎地域を含まない

①過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（以下「持続的発展法」という。）第２条第１項に規定する市町村又は
第４１条第１項により過疎地域とみなされる市町村の区域

②持続的発展法第３条第１項若しくは第２項又は第４１条第２項（同条第３項の規定により準用する場合を含む）の規定
により過疎地域とみなされる区域

③持続的発展法第４２条の規定により過疎地域とみなされる市町村の区域

注１：過疎地域とは、下記①、②又は③の区域に該当するもの。（人口減少率、高齢者比率、若年者比率、財政力指数を指標としている。）

過疎地域における人口減（社会減と自然減）の推移

人口減
（＝自然減＋社会減）

自然減

社会減

人口減

4



○ 人口減少に伴い、農業集落内の戸数が減少し、2000年から2020年にかけては、いずれの地域類型におい
ても9戸以下の農業集落（無人化集落を含む。）の割合が増加。

○ 集落の総戸数が10戸を下回ると、集落活動の実施率は急激に低下。
○ 農業集落に占める農家の割合は低下してきており、混住化が大きく進展。

４．総戸数９戸以下の集落の増加と集落活動の実施率の低下
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資料：農林水産政策研究所「日本農業・農村構造の展開過程-2015年農林業センサスの総合分析-」
（2018年12月）
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５．新しい地方経済・生活環境創生本部について

・「地方こそ成長の主役」との発想に基づき、地方がそれぞれの特性に応じた発展を遂げることができるよう、日
本経済成長の起爆剤としての大規模な地方創生策を講ずるため、内閣に、新しい地方経済・生活環境創生本
部が設置された。

・まずは、今後10年間集中的に取り組む「基本構想」の策定に向けて議論を進める。

石破内閣総理大臣就任会見（令和６年10月１日）【抜粋】
第四は、「地方を守る」ということであります。
地方こそが成長の主役であります。我が日本は、農業、漁業、林業の多くの好条件を備えておるところであります。農業、漁業、林業が

発展するために、多くの好条件を備えていると、こういう認識を私は持っておるところでございます。観光やサービス産業を含め、日本経
済成長の起爆剤として、地方創生担当の初代大臣を務め、人口最少県の鳥取をふるさとに持つ者として、私自身、強い決意を持って取り組
んでまいります。
これは地方創生大臣のときによく申し上げたことでございますが、「産官学金労言」と、こう申します。産業界であり、そして、行政で

あり、そして、大学に限りません。高等学校であり、中学校であり、学問。金というのは、金融機関でございます。労というのは、労働者
の皆様方であります。言というのは、地元の報道機関であります。
役所だけが地方創生をやるのではございません。地域の様々なステークホルダーの皆様方が知恵を出し合い、地方がそれぞれの特徴に応

じて発展していくこと。これが本質であり、それを政府も後押しをいたしてまいります。
「新しい地方経済・生活環境創生本部」を創設し、担当大臣を設置し、今後１０年間、集中的に取り組む基本構想を作成いたしてまいり

ます。この取組を「地方創生２．０」として強力に推進をいたしてまいります。



食料・農業・農村政策の新たな展開方向(令和５年６月２日) 具体的な施策の内容
Ⅱ政策の新たな展開方向
４ 農村の振興（農村の活性化）

農村の活性化を図る上で重要な課題である「しごと」
「くらし」「活力」「土地利用」の観点から、以下の
施策を推進する。
① 多様な人材の呼び込みに必要な農村の「しごとづく
り」を強化するため、地産地消・６次産業化や農泊な
ど地域の資源を活用した農山漁村発イノベーションを
推進するとともに、関係人口も交えて地域に根ざした
経済活動が安定的に営まれるよう、官民共創の仕組み
も活用しながら伴走支援を行う。

② 複数集落エリアで農地保全や生活環境支援等に集約
的に取り組むなど、農村の「くらしづくり」を担う農
村ＲＭＯについて、特に中山間地域の小規模集落向け
に形成を図る。

③ 中山間地域等において、棚田の振興など地域に「活
力」を創出するための社会貢献やビジネスの展開を図る企
業の活動を後押しし、企業と地域との相互補完的なパート
ナーシップの構築を推進する。

④ 中山間地域における農地保全のための地域ぐるみの
話合い、農地の粗放的な利用、基盤・施設整備等にき
め細やかに取り組めるよう支援し、農村の持続的な
「土地利用」を推進する。
また、こうした課題に対して、地域資源やＡＩ、ＩＣＴ等のデジ

タル技術を活用し、解決に向けて活動する「デジ活」中山間
地域での取組を、農林水産省が中心となり、関係府省と連携
して支援する。
これらの施策のうち、６次産業化や農村ＲＭＯについては、

現行の基本法では、具体的な規定はないが、地域コミュニ
ティの維持に必要不可欠な取組である旨を位置付ける。

４ 農村の振興（農村の活性化）
展開方向に記載されている施策について、以下のとおり具体化を
進める。
① 関係省庁との連携の下、これまで農業・農村に関するしごとに
携わっていなかった事業者と農業・農村活性化に関わる関係者と
のマッチング機会の創出などを目指した官民共創の仕組みにより、
課題解決に協力可能な企業を農村に呼び込む。
② その上で、個別の施策については、以下のとおり深化させる。
ア）農山漁村発イノベーションについて、事業化に向けた取組の
強化を通じ、新事業や付加価値を創出し、農村の雇用や所得
を確保する取組を推進する。
イ） 農泊について、更なる宿泊者数・インバウンド誘客・関係人
口の増加に向けて、高付加価値化のモデルを創出し、全国へ
横展開する。
ウ） 農村ＲＭＯについて、特に中山間地域等の小規模集落
向けに、組織の立上げや活動充実の後押しと、市町村・都道
府県・関係府省と連携したサポート体制の構築を推進する。

「食料・農業・農村政策の新たな展開方向」に基づく具体的な施策の内容」
（令和５年12月27日食料安定供給・農林水産業基盤強化本部）
資料より抜粋（一部加工）

６．「食料・農業・農村政策の新たな展開方向」上の位置づけ
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７．農山漁村の現状と課題、これまでの農林水産省の対応

○ 我が国は、高齢者の引退等による農業者の大幅な急減に直面。このような中で、食料安全保障を確保するには、農業の生産
性向上や持続可能性の両立に加え、農山漁村のコミュニティ維持が不可欠。今後、これらの課題を踏まえ、「食料・農業・農村
基本計画」を策定。

○ 集落の総戸数が９戸以下となると、農地の保全等の集落活動が急激に低下するが、山間地域における総戸数が９戸以下の
集落の割合は2020年と2000年を比較すると2.3倍に増加するなど、中山間地域において農山漁村のコミュニティの維持が懸念
される。

〇 このため、農林水産省としては、関係府省庁と連携しつつ、国の職員が自治体に足を運び地域の取組を支援する「デジ活」中
山間地域や地域の多様な主体による農村型地域運営組織（農村RMO）形成の支援等を実施。

現状と課題
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資料：農林水産政策研究所「日本農業・農村構造の展開過程-2015年農林業センサスの総合分析-」
（2018年12月）
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資料：農林水産省「農林業センサス」
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８．「農山漁村」経済・生活環境創生プロジェクト

○ 人口減の要因として自然減が社会減を上回っていることから、今後、農山漁村の関係人口の増加を目指し、民間企業、教育

機関、金融機関等多くの関係者を巻き込む官民共創の仕組みも活用し、農山漁村における地方創生に取り組むことが必要。

○ このため、令和７年２月に、現場で案件形成を図る「『農山漁村』経済・生活環境創生プロジェクト」を創設し、関係府省庁、地

方公共団体、郵便局、民間企業、教育機関、金融機関等が参画するプラットフォームを立ち上げ、地域と企業のマッチングや

連携の在り方を議論したいと考えている。

〇 このプロジェクトと並行して、農村RMOや特定地域づくり事業協同組合等による地域課題の解決に向けた取組や、農山漁村

が女性・若者に選ばれるための地域拠点の整備等についても検討し、成果については農林水産省の職員が率先して自治体に

足を運び、施策立案等を助言するなど取組の普遍化を促進したいと考えている。

デジタル
活用

「農山漁村」経済・生活環境創生プロジェクト（２月にキックオフ）

「農山漁村」経済・生活環境創生
プラットフォーム

（民間企業は各課題に応じて参画）

④外部企業との案件形成に向けた
民間資金・人材の確保 農山漁村での官民共創

物流網の維持・確保

通いによる農林水産業への参画
コミュニティ維持

副業支援

「デジ活」中山間地域
デジタル技術による社会課題解決・地域活性化

(IT企業等との連携)

人の
呼込み

①通いによる農林水産業への
参画・コミュニティ維持

②農山漁村を支える
官民の副業促進

(地元企業等との連携)

物流網の
維持・確保 ③市街地と農山漁村間における物流網の維持・確保 (郵便局・物流事業者等との連携)

秋田県にかほ市での農村RMOの取組事例

農地の保全活動

地域交流活動
年間約500名が宿泊

週１回のマルシェ開催
地域の憩いの場

にかほ市の元地域おこし協力隊員が、
地域行事や一次産業が体験ができる
宿としてゲストハウスを創業し、地域の
方々と一体となって「農地を守り」「外
貨を稼ぎ」「暮らしを残す」取組を実践。



９．「農山漁村」経済・生活環境創生プロジェクトの推進方策

○ 農山漁村の現場で案件形成を図る「『農山漁村』経済・生活環境創生プロジェクト」を進めるため、関係府省庁、地方公共団

体、郵便局、民間企業、金融機関、教育機関等が参画するプラットフォームを２月初旬に発足させ、地域と企業のマッチング

方法など関係者間の連携の在り方を議論。

〇 このプラットフォームには、テーマごとに関係府省庁、地方公共団体、企業等からなる専門部会を設け、案件形成を進める

上で参考となる事例の収集や手引きの作成等を行っていきたいと考えている。

〇 地方創生に係る基本構想の策定に向けた議論を注視しながら、専門部会での議論を重ね、取りまとめてまいりたい。

④ 外部企業との案件形成に向けた民間資金・人材の確保

② 農山漁村を支える官民の副業促進

① 通いによる農林水産業への参画・コミュニティ維持（地元企業等との連携）
〇 都市部や市街地の企業のCSV活動や研修等による、
持続的な農山漁村への社員の派遣を活性化
〇 農山漁村における人材の受入れ組織・体制の構築
〇 二地域居住者の参画

〇 副業を促進するための環境整備
（規定の整備や企業価値の向上）

〇 農山漁村を支える人材、財源を確保するため、
農林水産業・農山漁村における社会的インパクトを可視化
〇 地域活性化起業人、地域おこし協力隊、
   特定地域づくり事業協同組合制度等の活用
国家公務員による出向・現地フォローアップ制度の活用

③ 市街地と農山漁村間における物流網の維持・確保
（郵便局・物流事業者等との連携）

〇 一般の郵便物・貨物と併せて、
食品や日常品を農山漁村の拠点に配送する仕組みを構築
〇 農山漁村から市街地に新鮮な農産物等を配達する仕組みを構築

郵便局・物流事業者等と連携し、以下の取組を実施

〇 プラットフォームにおける検討テーマと今後のスケジュール

・ 12月 プロジェクト立ち上げ

・ ２月４日 シンポジウム開催 （キックオフ）

＜関係人口の創出・副業促進＞
＜農山漁村における物流網＞
２月13日（木） 第１回
３月４日（火） 第２回
４～５月頃：第３回以降

＜農山漁村における社会的インパクト＞
１月20日（月） 第１回
２月３日（月） 第２回
３月頃：第３回以降

夏前まで 各テーマにおける議論のとりまとめ

〇 スケジュール



• 人口減への対応等の中
長期的な経営上の課題
の検討が進まない

• 人口減等による地域へ
の影響が不明

• 企業との交流が乏しく、
企業連携に繋がる課題
の特定が困難

④各種サービスや
プロジェクトの提示

③各種サービスや
プロジェクトの提案

企業へのﾏｯﾁﾝｸﾞｻﾎﾟｰﾄ
例）
・自治体の課題共有
• 提案機会の提供
• 意見交換 等

中間支援組織が民間企業リ
ストを作成した上で
• 企業がビジネスとして
メリットを感じる情報
提供（ア.民間企業等へ
の参画促進機能）

• 地域の声を聴いて、民
間企業に理解可能な言
葉に変換（イ.地域課題
の「翻訳」機能）

• 地域と企業に寄り添っ
たマッチングサポート
や伴走支援による着実
な事業化（ウ.マッチン
グ後の伴走機能）

熊本県内を中心とする
民間企業（企業、商工
会議所、地銀等）

熊本県内５地域程度
（熊本県むらづくり課、
市町村、農業経営者、
農村RMO、JA等）

①地域課題の把握

地域へのマッチングサ
ポート(例）
・課題をヒアリングし
把握・翻訳

• 課題の掲載
• 企業との連絡先交換
• 企業の検索
• 企業提案の選別 等

• 地域の課題が理解でき
ない（言語化がされて
いない）

• 地域課題に直結しない
営業活動に陥りがち

• 補助事業等の仕組みの
理解不足により施策を
活用できない

課題 課題

②地域課題の提示

メリット
メリット

• 企業からの各種サービ
スやプロジェクトの提
案が得られる

• 課題に応じた適正な各
種サービスを導入

• 地域課題の理解により
各種サービスを提案

• 自治体との関係構築に
よりスムーズなビジネ
ス展開

• 販路の拡大

九州経済産業局

マッチングを通じて形成された案件の事業化を推進 ⇒農村活性化へ

⑤地域と企業のマッチング

⑥地域と企業への伴走支援

〇 熊本県において官民共創の優良事例の掘起しを行い、検証の上レポートにまとめ、全国へ横展開（情報発信）。
〇 事例発掘の一環として、事業者の協力も得て、優良な案件形成に向けた手法の検証・構築を行う（農村地域の抱

える課題と課題を解決し得る技術と知見を有する企業とのマッチングを試行的に実施）

JA熊本中央会、JA
優良な案件形成に向けた手法の検証・構築（マッチングの施行的実施）

本省及び九州農政局、
中間支援組織

YMFG ZONE プラニング
肥後銀行

官民共創による事業化を実現するためのポイントや効果的手法、留意点を取りまとめた手引きを作成し、全国へ横展開

10．令和６年度に実施した官民共創のパイロット事業について
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